
平成１６年（ネ）第３６５８号　損害賠償請求控訴事件（原審・東京地方裁判所平
成１４年(ワ)第２０６１１号）（平成１６年９月２２日口頭弁論終結）
　　　　　　　　　　判　　　　　　　　　　　決
　　　　　　　控訴人　　　　　　　　Ａ　
              訴訟代理人弁護士　　　對　崎　俊　一
　　　　　　　被控訴人　　　　　　　シチズン商事株式会社
　　　        訴訟代理人弁護士　　　篠　崎　正　巳
　　　　　　　　　　主　　　　　　　　　　　文
          　本件控訴を棄却する。
          　控訴費用は控訴人の負担とする。
　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　控訴の趣旨
  １　原判決を取り消す。
  ２　被控訴人は，控訴人に対し，２４００万円及びこれに対する平成１４年２月
２７日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ３　訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。
  ４　仮執行宣言
第２　事案の概要
    　控訴人は，「ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」，「アエロバティックス」及び原判決
別紙標章目録１記載の標章（以下「ウイングマーク」という。）の各表示（以下，
これら三つの表示を総称して「本件各表示」という。）を用いた曲技飛行競技会
「ＦＡＩ　ＷＯＲＬＤ　ＧＲＡＮＤ　ＰＲＩＸ　ＯＦ　ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」
（以下「本件競技会」という。）の開催に携わった者であり，原判決別紙原告商標
目録記載の商標（以下「控訴人商標」という。）につき商標権（以下「控訴人商標
権」という。）を有する。
    　本件は，控訴人が被控訴人に対し，被控訴人が，商品名を「ＡＥＲＯＢＡＴ
ＩＣＳ　ＭＯＤＥＬ」とし，原判決別紙標章目録２記載の標章（以下「被控訴人ウ
イングマーク」という。）を付して，腕時計（以下，当該製品を「被控訴人製品」
という。）を販売した行為は，控訴人の商品等表示として需要者の間に広く認識さ
れている本件各表示と同一又は類似の商品等表示を使用して，控訴人の営業と混同
を生じさせる行為として，不正競争防止法２条１項１号に規定する不正競争行為に
該当し，かつ，控訴人商標の商標登録（平成１３年１月２６日）後は控訴人商標権
の侵害行為にも該当するなどと主張して，損害賠償２４００万円及び遅延損害金の
支払を求めた事案であり，控訴人の請求を棄却した原判決に対し，控訴人がその取
消しを求めて控訴した。
    　本件の前提となる事実，争点及びこれに関する当事者の主張は，次のとおり
訂正の上，当審における主張を付加するほかは，原判決「事実及び理由」欄の「第
２　事案の概要」の「２」及び「３」並びに「第３　争点に関する当事者の主張」
のとおりであるから，これを引用する。
  １　原判決の訂正
  (1)　原判決２頁下から２行目及び同３頁４行目～５行目の「，ＦＡＩ及びＦＷＧ
ＰＡが主管し」，同７頁下から８行目の「（原告は，上記商標につき無効審判を請
求中である。）」並びに同４頁１５行目～２０行目を削る。
  (2)　原判決９頁９行目の「与えて」を「与えられて」に，同１４頁末行の「ウイ
ングマークの」を「ウイングマークに類似する原判決別紙商標目録１記載の商標
（以下「ウイングマーク類似商標」という。）につき」に，同１５頁１行目及び４
行目の「ウイングマークの商標」を「ウイングマーク類似商標」にそれぞれ改め
る。
  ２　控訴人の主張
  (1)　争点１（本件各表示が控訴人の商品等表示といえるか）について
      ア　原判決が本争点について認定した事実経緯（原判決１６頁～３０頁）に
は，以下のような事実誤認がある。
        (ア)　原判決は，ブライトリング・ワールドカップにつき，「平成６年か
らは，各パイロットが，４分間，会場に流れる音楽をパイロットが無線で受けて音
楽に合わせて自由演技を行い，その技術，芸術性を競うというプログラムで構成さ
れるようになった」と認定したが，誤りである。本件で控訴人が主張する，パイロ
ットが聞く音楽と観客が聞ける音楽とがシンクロした競技は，平成７年のブライト
リング・ワールドカップにおいて，控訴人が初めて提案し，実施されたものであ



る。
        (イ)　原判決は，平成７年１１月のＣＩＶＡ会議において，ブライトリン
グの撤退を受け，以降の新シリーズを実施することが決定され，また，この時点で
新シリーズの具体的名称も「ＦＡＩ　ＷＯＲＬＤ　ＧＲＡＮＤ　ＰＲＩＸ　ＯＦ　
ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」と決定された旨認定しているが，この認定の基礎となった
Ｂの陳述書（乙２３）及びＣＩＶＡからのファックス通信文（乙２６）に信用性は
なく，上記認定は誤りである。
        (ウ)　原判決は，「Ｃは，平成７年１１月１７日，Ｂに対し，平成７年の
ブライトリング・ワールドカップの協力者である旨の自己紹介のファックスを送信
した」と認定したが，Ｃが初めてファックスを送信したのは同年１０月２５日であ
る（甲１０７）から，誤りであり，この点は，上記認定の基礎となったＢの陳述書
（乙２３）に信用性がないことを示すものである。
        (エ)　原判決は，「Ｂは，同月３０日，Ｃに対し，本件競技会の名称が
『ＦＡＩ　ＷＯＲＬＤ　ＧＲＡＮＤ　ＰＲＩＸ　ＯＦ　ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ』に
決定したことを通知し」たと認定している。しかしながら，当該名称が「決定」さ
れたとの部分については，ＢからＣ宛てのファックス通信文（乙２５）において，
Ｂが「公に選ばれた」旨記載したというにすぎず，実態に沿うものではないから，
誤りである。
        (オ)　原判決は，平成７年１２月初旬ころから，Ｂが本件競技会のロゴの
作成に取り掛かった旨認定しているが，誤りである。
        (カ)　原判決は，「原告とＣは，同月１２日ないし１３日ころ，スイスを
訪れてＢと打合せを行った。ＣとＢとの間で，ＣがＢに対し，保証金を支払い，Ｂ
はＣに対し，ＦＷＧＰＡの日本代表部としての権限を与えることについて大筋で合
意した」と認定したが，誤りである。両者が面談したことは事実であるが，競技の
日程やスポンサーなどについて話し合うことが予定されていたものであり（甲１０
８），原判決の上記認定に係る合意など存在しない。
        (キ)　原判決は，「Ｃは，同月２０日ころ，上記合意について契約書を作
成する前ではあるが，ＦＷＧＰＡ日本代表部として日本の企業と契約を締結する必
要があると要請し，Ｂは，同月２３日，Ｃに対し，上記(カ)記載の合意について契
約書を作成することを条件として，ＦＷＧＰＡ日本代表部として契約を締結するこ
とを認めた。しかし，Ｃは，上記(カ)記載の合意について契約書を作成せず，保証
金を支払わなかったことから，Ｂは，Ｃではなく，原告を代理人として，豊岡市と
の間で，豊岡市が，本件競技会を開催し，Ｂに対し保証金２５万米ドルを支払う旨
の契約を締結した。豊岡市は，上記契約に基づき，Ｂに対し，手付金として１０万
米ドルを支払った」と認定したが，誤りである。実際には，原判決の上記認定に係
る，ＢとＣとの間のやり取り及びＢと豊岡市との間の契約はいずれも存在せず，Ｂ
に対し１０万米ドルを送金したのは控訴人であった（甲１０９）。
        (ク)　原判決は，「原告は，同年（注，平成８年）５月１９日ころ，Ｂの
事務所を訪れ，ロゴに関する資料をコピーして持ち帰った」と認定したが，そのよ
うな事実はない。
        (ケ)　原判決は，「Ｂは，同年９月６日，豊岡市に対し，保証金残額１５
万米ドルの支払を求めた」と認定したが，そのような事実はない。
        (コ)　原判決は，平成１０年の本件競技会について，「ツインリンクもて
ぎ社は，Ｂとの間で，ＦＡＩ世界航空グランプリプロモーター契約を締結した（乙
２０）」と認定した。しかしながら，上記契約に係る契約書（乙２０）は，体裁を
整えるため，形式的に作成されたものにすぎず，法的効果を認めることができない
ものである。
        (サ)　原判決は，「Ｂが代表者を務めるスイス法人エア・マスター・バレ
社は，平成１１年９月１日，商号を，ＦＷＧＰＡ．Ｓ．Ａに変更した」と認定した
が，誤りであり，正しくは，上記商号変更が行われたのは同年１月９日である（甲
６０）。
        (シ)　原判決は，「Ｂは，同年（注，平成１２年）４月６日，原告との間
で，平成１２年の本件競技会に関する打合せを行った。Ｂは，この際，原告に対
し，ＦＷＧＰＡ．Ｓ．Ａの代理人として活動する意思があるなら，Ｂと正式に契約
を締結するよう求めたが，原告は，ＦＷＧＰＡとは独立の立場で活動したい旨を述
べてこれを拒絶した」と認定したが，誤りであり，Ｂと控訴人との間に，このよう
なやり取りは存在しない。このことは，Ｂが同年３月１３日の時点でＤ外１名を包
括代表者として発表していること（乙１０）からも明らかである。原判決の上記認



定は，Ｂの陳述書（乙２３）に依拠するものであるが，同陳述書は，事後的にＢの
側に都合よく作成されたものにすぎないから，信用力を認めるべきではない。
      イ　原判決は，その認定に係る事実経緯に基づき，「本件競技会は，ＦＡＩ
から全権委任されたＢによって，世界各国で開催されていた『ＦＡＩ　ＷＯＲＬＤ
　ＧＲＡＮＤ　ＰＲＩＸ　ＯＦ　ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ』の一環として日本におい
て開催されたものであって，本件競技会の開催が，原告の営業であったということ
はできない」と結論付けているが，上記アのとおり，その基礎となる事実経緯の認
定に重大な誤りがある以上，この結論が誤りであることも明らかである。
        　また，原判決は，平成８年の本件競技会の後，平成１０年の本件競技会
までの間及び平成１０年の本件競技会の後，平成１１年の本件競技会までの間に，
それぞれ３回の曲技飛行のイベントが開催されたことを認定しているが，それらの
イベントについては，Ｂですら，自分が開催したものであるとは述べておらず，控
訴人が開催したものであることは明らかである。このことを踏まえるならば，原判
決の上記結論の誤りは一層明らかというべきである。
        　なお，原判決は，原審における控訴人の陳述書の内容及び原告本人尋問
における供述は，「客観的証拠から認められる事実と符合しない」とする。しかし
ながら，原判決が「客観的証拠から認められる事実」とするもののうち，「Ｂが，
平成７年１１月４日及び５日に開催されたＣＩＶＡ会議において，今後の競技会の
具体的計画を述べており（甲９２），本件競技会が概ねＢの計画どおり実行されて
いること」については，Ｂが上記会議において述べたのは，世界各地における開催
であるところ，本件競技会がＢの計画どおり実行されていることを示す，何らの証
拠も存在しない。また，同じく「同月３０日に，Ｃに対し，上記競技会名の決定を
通知していること（乙２５）」については，上記ア(エ)のとおりであり，同じく
「スイスのＦＷＧＰＡ事務所が，平成８年７月３０日に，原告とウイングマークに
ついて話をした後，原告に対してウイングマークのコピーを送信していること（乙
２７），スイスのＦＷＧＰＡ事務所が，原告を日本代表部として扱っていること
（乙２７）」については，そこでいうスイスのＦＷＧＰＡ事務所とは，肩書住所地
から明らかなとおり，Ｂの事務所そのものである。したがって，控訴人の陳述書の
内容及び原告本人尋問における供述は，客観的証拠と何ら矛盾しない。
  (2)　争点５（使用許諾の有無）について
      ア　原判決の本争点に関する結論は，本件覚書（甲３）によって，控訴人
は，被控訴人に対し，ＦＷＧＰＡ等の表示を使用した時計の製作を許諾しており，
その許諾の対価の額は，機体へのロゴの貼付の対価も含めて３００万円であって，
その支払も完了している，というものであると解される。
        　しかしながら，仮に，本件覚書が，控訴人を法的に拘束するものである
としても，本件覚書をもって，控訴人が被控訴人製品の製作を確定的に許諾したも
のであると理解するのは相当でない。本件覚書が取り交わされ，そこに時計の製作
の点が盛り込まれていたとしても，それが確定的に許諾されるためには，上記３０
０万円とは別に，対価について合意しなければならず，そうした合意はいまだ成立
していなかったとみるのが相当である。
        　したがって，使用許諾の成立を認めた原判決は誤りである。
      イ　このことは，甲８７－３～９に示されたやり取りを見れば，明らかであ
る。仮に，原判決が認定したように，時計に関する使用許諾がその対価の点も含め
て確定的に合意され，対価も支払済みであるとするなら，平成１２年１２月の時点
で，ＤからＥに宛てたファックス通信文（甲８７－７）に記載されたようなやり取
りがされることはないはずである。
        　そして，この後，平成１３年６月２８日には，Ｂは，Ｅに対し，被控訴
人が１５００個に近い時計を日本及び国外で販売したことの対価を含め，７５５万
円の支払を請求しており（甲１１０），弘研は，この請求を受けて，金額は不詳で
あるが，相当額の支払をした事実がある。このような経緯も，仮に，原判決認定に
係る許諾があるとすれば，考えられないことであり，原判決の誤りを示すものであ
る。
      ウ　また，原判決は，本争点に関する事実経緯を認定する中で，Ｄ及びＥ
が，被控訴人に対し，本件競技会に対する協賛の話を申し出た結果，平成１１年７
月ころの時点で，機体に「ＣＩＴＩＺＥＮ」等のロゴを貼付し，被控訴人が協賛金
として３００万円を支払うことで合意した旨認定した上で，その後，同年９月こ
ろ，本件覚書を作成する作業の中で，ＤがＦＷＧＰＡ等の表示を使用した時計の製
作を提案し，結局，この提案に沿って，３００万円の対価によって時計製作の許諾



までがされたと認定している。
        　しかしながら，先に，提供する役務を定めて３００万円の支払という合
意が成立しているにもかかわらず，Ｄが，時計製作の許諾を追加しなければならな
い必要性はないから，原判決認定に係る上記の経緯は極めて不自然かつ不合理とい
うべきであって，この点も，原判決の誤りを示すものである。
  ３　被控訴人の主張
  (1)　争点１（本件各表示が控訴人の商品等表示といえるか）について
      　原判決の認定判断は正当であり，控訴人の上記主張はすべて争う。
  (2)　争点５（使用許諾の有無）について
      ア　控訴人は，被控訴人製品製作への確定的な許諾には，３００万円とは別
に対価について合意しなければならず，そうした合意は成立していなかったとみる
のが相当である旨主張する。しかしながら，本件覚書（甲３）に対価が明記されて
いなくとも，口頭による合意に基づき使用許諾の点を含めた対価が３００万円と決
定され，同金額が支払われている以上，被控訴人製品製作への許諾は，控訴人，す
なわちＦＷＧＰＡ日本代表部との間において確定的に成立していると評価すること
ができる。使用許諾の成立を認めた原判決に誤りはない。
      イ　控訴人は，確定的な許諾が成立していなかったと見るべき根拠として，
甲８７－３～９を挙げる。
        　しかしながら，甲８７－３及び４は，いつ，どのような趣旨で作成され
たものか不明であり，本件覚書に係る合意の成立を否定するものではない。
        　また，甲８７－５～８は，平成１２年の本件競技会に向けてのＢとの覚
書締結過程におけるやり取りを記したものであり，平成１１年の本件競技会に関す
る本件覚書とは全く関係がない。甲８７－７については，平成１２年の本件競技会
に関するやり取りであることが，その日付等から明白であって，平成１２年の本件
競技会におけるシンボルマークが変更になるため，平成１１年の合意に基づき作成
されたオリジナル時計を競技会会場で販売することが難しいことから，平成１２年
の本件競技会向けの時計の製作を企画して，Ｂ，すなわちＦＷＧＰＡとの間で検討
を行っていたものである。もとより，本件の争点は，平成１１年の本件競技会に関
し，控訴人，すなわちＦＷＧＰＡ日本代表部がオリジナル時計の製作を許諾してい
たか否かにあり，Ｂとの関係が争点とされているものではない。
        　さらに，控訴人は，平成１３年６月２８日付けのＢからＥに宛てたファ
ックス通信文（甲１１０）を新たに証拠として提出する。しかしながら，当該ファ
ックス通信文は，平成１２年の本件競技会に向けた覚書作成過程において，Ｂが平
成１１年の本件競技会に関連する被控訴人製品の製作を了解した本件覚書の存在を
知り，Ｂの了解なく，控訴人及びＤ，すなわちＦＷＧＰＡ日本代表部が本件覚書に
調印した事実が発覚したことに起因するものである。
      ウ　控訴人は，原判決の認定した事実経緯について，３００万円の対価によ
って時計製作までが許諾されたとする経緯が不自然かつ不合理である旨主張する。
        　しかしながら，本件において，当初，Ｄは５００万円の協賛金を提案し
てきたが，被控訴人がちゅうちょしたことから，Ｄは，金額を３００万円とすると
ともに，本件競技会に関するオリジナルモデルの作成と名称の使用許諾を申し出る
ようになり，これにより，被控訴人は協賛することを初めて了承したものである。
したがって，この間の経緯に，何ら不自然，不合理な点はない。
第３　当裁判所の判断
  １　争点１（本件各表示が控訴人の商品等表示といえるか）及び争点２（本件各
表示が控訴人の商品等表示として周知性を有するか）について
  (1)　控訴人は，本件各表示は，平成８年以来，本件競技会において用いられてき
たところ，平成８年から平成１１年までの間，本件競技会を主管し，実質的に主催
してきた主体はＦＷＧＰＡこと控訴人であり，本件各表示は，日本国内における需
要者の間で，控訴人の提供する上記役務を表示するものとして広く認識されていた
旨主張する。
      　そこで検討すると，証拠（甲１０～１３，１７～４３，４７～５４，７０
～８６，１０１，乙９，１３，２３〔枝番省略〕）及び弁論の全趣旨によれば，上
記の間における本件競技会の実施の状況，本件各表示の使用状況等について，以下
の各事実を認めることができる。
      ア　ＦＡＩ（Ｆｅｄｅｒａｔｉｏｎ　Ａｅｒｏｎａｕｔｉｑｕｅ　Ｉｎｔｅ
ｒｎａｔｉｏｎａｌｅ，国際航空連盟）は，１９０５年に設立された非政府，非営
利の国際団体であり，宇宙をも含む航空活動をより世界的な規模へ発展させるため



に活動を続けている。ＦＡＩは，国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）の認可を受け
た傘下団体であり，その加盟国は９５か国に上る。
      イ　平成８年１０月２５日から同月２７日にかけて，兵庫県豊岡市の但馬空
港において，但馬空港フェスティバル実行委員会の主催により，「ＦＡＩワール
ド・グランプリ・オブ・アエロバティックス・イン但馬」（FAI WORLD GRAND PRIX 
OF AEROBATICS in TAJIMA）との名称で本件競技会が開催された（以下「平成８年大
会」という。）。
        　平成８年大会のポスター，パンフレット及び入場チケット（甲１０～１
３）においては，その紙面の上端中央部等にウイングマークが表示されるなど，本
件各表示が使用されている。また，上記ポスター及びパンフレット（甲１０～１
２）には，「主催：但馬空港フェスティバル実行委員会」の記載と並んで，「主
管：国際航空連盟（ＦＡＩ）」との記載がある。
        　さらに，平成８年大会を紹介する新聞記事（甲４７，４８）において
も，「アエロバティックス」の語が使用されている。
      ウ　平成９年８月９日及び同月１０日には，北海道中川郡豊頃町のとよころ
飛行場において，「FWGPA Official Exhibition 遠TONE音 with AEOBATICS」との名
称で曲技飛行のイベントが開催された（以下「とよころイベント」という。）。
        　とよころイベントのパンフレット（甲１７）においては，紙面の左上端
にウイングマークが表示されるなど，本件各表示が使用されており，「主管：FAI 
World Grand Prix of Aerobatics Head Office」との記載がある。また，とよころ
大会を紹介する新聞記事（甲４９，５０）においても，「アエロバティックス」の
語が使用されている。
        　とよころイベントの実施に当たり必要な航空法上の各種許可は，いずれ
も控訴人に対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示には，「ＦＷＧＰ
Ａ－Ｊ」（甲１９，２０），「FAI WORLD GRAND PRIX OF AEROBATICS JAPAN 
DELEGATION」（甲２１），「ＦＷＧＰＡ　ＪＡＰＡＮ」（甲２２）との肩書が付さ
れている。
      エ　平成１０年３月２８日ころ，栃木県芳賀郡茂木町のツインリンクもてぎ
サーキット（以下「ツインリンクもてぎ」という。）において開催されたカーレー
スの最終日，Ｆが，機体にウイングマークを付して，曲技飛行を披露した。
        　上記曲技飛行の実施に当たり必要な航空法上の各種許可は，いずれも控
訴人に対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示には，「ＦＷＧＰＡ　
ＪＡＰＡＮ」（甲２４），「FAI WORLD GRAND PRIX OF AEROBATICS JAPAN 
DELEGATION」（甲２５，２６）との肩書が付されている。また，ツインリンクもて
ぎ社による土地・施設使用承諾は，控訴人に対してされているが，承諾書上の控訴
人の表示には，「ＦＷＧＰＡ－Ｊ」（甲２３）との肩書が付されている。
      オ　同年６月１３日及び同月１４日ころ，ツインリンクもてぎにおいて開催
されたカーレースの際，エキジビションとして航空ショーが行われた。
        　上記カーレースのパンフレット（甲３３）においては，「アエロバティ
ックス」との表示が使用されている。
        　上記航空ショーの実施に当たり必要な航空法上の各種許可は，いずれも
控訴人に対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示には，「FAI WORLD 
GRAND PRIX OF AEROBATICS JAPAN DELEGATION」（甲３０～３２）との肩書が付され
ている。また，ツインリンクもてぎ社による土地・施設使用承諾は，控訴人に対し
てされているが，承諾書上の控訴人の表示には，「ＦＷＧＰＡ－Ｊ」（甲２９）と
の肩書が付されている。
      カ　同年１０月２３日から同月２５日にかけて，ツインリンクもてぎにおい
て，ツインリンクもてぎ社の主催により，「FAI WORLD GRAND PRIX OF AEROBATICS 
'９８アエロバティックス日本グランプリ」との名称で本件競技会が開催された（以
下「平成１０年大会」という。）。
        　平成１０年大会のパンフレット（甲５３）においては，紙面の左上端に
ウイングマークが表示されるなど，本件各表示が使用されており，「主管：ＦＷＧ
ＰＡ，国際航空連盟（ＦＡＩ）」との記載がある。
        　また，平成１０年大会を紹介する雑誌記事及び新聞記事（甲５１）にお
いても，「アエロバティックス」ないし「ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」の語が使用さ
れ，ウイングマークを掲載したものもある。
        　平成１０年大会の実施に当たり必要な航空法上の各種許可は，いずれも
控訴人に対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示には，「FAI WORLD 



GRAND PRIX OF AEROBATICS JAPAN DELEGATION」（甲３４～３６）との肩書が付され
ている。また，株式会社ツインリンクもてぎによる土地・施設使用承諾は，控訴人
に対してされているが，承諾書上の控訴人の表示には，「ＦＷＧＰＡ－Ｊ」（甲２
９）との肩書が付されている。
      キ　平成１１年４月８日～１０日にかけて，ツインリンクもてぎにおいて開
催されたカーレースのオープニングで，Ｆ及びＧの２名が，機体にウイングマーク
を付して曲技飛行を披露した。
        　上記曲技飛行の実施に当たり必要な航空法上の各種許可は，いずれも控
訴人に対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示には，「ＦＡＩ」（甲
３８），「FAI WORLD GRAND PRIX OF AEROBATICS JAPAN DELEGATION」（甲３９，４
０）との肩書が付されている。また，ツインリンクもてぎ社による土地・施設使用
承諾は，控訴人に対してされているが，承諾書上の控訴人の表示には，「ＦＷＧＰ
Ａ－Ｊ」（甲３７）との肩書が付されている。
      ク　同年８月ころ，ツインリンクもてぎにおいて，マスコミ関係者向けに，
曲技飛行の体験搭乗会（以下「マスコミ向けイベント飛行」という。）が行われ
た。
        　マスコミ向けイベント飛行の実施に当たり必要な航空法上の各種許可
は，いずれも控訴人に対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示に
は，「FAI WORLD GRAND PRIX OF AEROBATICS JAPAN DELEGATION」（甲４１，４２）
との肩書が付されている。
      ケ　同年９月ころ，米軍厚木基地において，曲技飛行のイベント（以下「厚
木基地イベント」という。）が実施された。
      コ　同年１０月１５日から同月１７日にかけて，ツインリンクもてぎにおい
て，ツインリンクもてぎ社の主催により，「FAI WORLD GRAND PRIX OF AEROBATICS 
'９９アエロバティックス日本グランプリ」との名称で本件競技会が開催された（以
下，この本件競技会を「平成１１年大会」という。）
        　平成１１年大会のパンフレット（甲５４）においては，その紙面の左上
端にウイングマークが表示されるなど，本件各表示が使用されており，「主管：国
際航空連盟（ＦＡＩ），ＦＷＧＰＡ」との記載がある。
        　また，平成１１年大会を紹介する雑誌記事（甲５２）においても，「ア
エロバティックス」ないし「ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」の語が使用されている。
        　平成１１年大会の実施に当たり必要な航空法上の各種許可は，控訴人に
対してされているが，当該許可書類上の控訴人の表示には，「FAI WORLD GRAND 
PRIX OF AEROBATICS JAPAN DELEGATION」（甲４３）との肩書が付されている。
  (2)　上記認定事実によれば，少なくとも，平成８年大会，とよころイベント，平
成１０年大会及び平成１１年大会の実施に当たり，ウイングマークを始めとする本
件各表示が，ポスター，パンフレット等において多数使用された事実を認めること
ができる。
      　しかしながら，他方，上記ポスター，パンフレット等には，「主管」とし
て，「国際航空連盟（ＦＡＩ）」（平成８年大会），「FAI World Grand Prix of 
Aerobatics Head Office」（とよころイベント），「ＦＷＧＰＡ，国際航空連盟
（ＦＡＩ）」（平成１０年大会），「国際航空連盟（ＦＡＩ），ＦＷＧＰＡ」（平
成１１年大会）との記載がされているところ，ここで，「主管」とは「管轄・管理
の中心となること。また，その役の人。」（広辞苑第五版）を意味するから，それ
らの記載に接した需要者は，上記各本件競技会及びイベントの管理運営が，ＦＡＩ
（国際航空連盟）又はその下部団体によって行われているものと認識すると認める
のが相当である。なお，上記のとおり，とよころイベントのパンフレットでは，
「主管」として，「FAI World Grand Prix of Aerobatics Head Office」なる団体
名様の記載がされているが，冒頭に「ＦＡＩ」の文字が含まれている以上，当該団
体名様の記載に接した当事者は，ＦＡＩの一部門又は下部団体が主管者であると認
識するものと認められるから，上記認定を左右しないというべきである。
      　加えて，そもそもウイングマークが，その中央部分に，太文字で，白抜き
の「ＦＡＩ」の欧文字を配してなる標章であることをも考慮すれば，平成８年大
会，とよころイベント，平成１０年大会及び平成１１年大会の実施に当たり，配布
されたパンフレット等によってウイングマークを始めとする本件各表示に接した需
要者は，ウイングマーク自体に示された「ＦＡＩ」の太文字及びパンフレット等に
記載された上記のような「主管」名によって，上記各本件競技会及びイベントの管
理運営主体は，ＦＡＩ又はその下部団体であると認識するものというほかはなく，



そうとすると，本件各表示について，本件競技会等を管理運営する役務が控訴人の
提供する役務であることを示す，控訴人の商品等表示であると認めることはできな
いし，もとより，本件各表示が，控訴人の商品等表示として需要者の間に広く認識
されているとの事実を認める余地もないというべきである。
      　これに対し，控訴人は，上記の各本件競技会及びイベントは，いずれもＦ
ＷＧＰＡこと控訴人が主管し，実質的に主催したものであり，ＦＡＩは本件競技会
の主催者ではない旨主張する。しかしながら，仮に，その主張が客観的事実に沿う
ものであったとしても（なお，上記認定事実のとおり，少なくともパンフレット等
の表示上は，ＦＡＩが主管者であるとの表示がされる例が多い上，控訴人自身，そ
の業務の実施に当たり，ＦＡＩの一部門又は下部団体であることを示すような肩書
を用いていたことからすれば，真実，控訴人が，ＦＡＩとは別個独立の運営主体で
あると法的に評価し得るものであったかについては，少なからず疑問の余地がある
というべきである。），上記認定事実に照らせば，需要者の認識という点では，Ｆ
ＡＩ又はその下部団体が運営主体であると認識されると認めるのが相当であって，
需要者が，同連盟とは別個独立の法的主体としての控訴人が当該業務の主体である
と認識すると認めるに足りる証拠はないから，控訴人の上記主張は，上記判断を左
右するものではない。
  (3)　以上のとおり，本件各表示は，控訴人の商品等表示であるとも，控訴人の商
品等表示として周知性を有していたものとも認めることができないから，その余の
点について検討するまでもなく，被控訴人による被控訴人製品の販売が，不正競争
防止法２条１項１号に規定する不正競争行為に該当する旨の控訴人の主張は理由が
ない。
  ２　争点４（被控訴人による被控訴人製品の販売が商標権侵害行為に該当する
か）について
    　本争点に関する当裁判所の判断は，原判決「事実及び理由」欄の「第４　当
裁判所の判断」の「２」のとおりであるから，これを引用する。
  ３　争点５（使用許諾の有無）について
  (1)　被控訴人は，仮に，被控訴人が被控訴人製品の販売において控訴人商標を使
用しているとしても，控訴人は，被控訴人に対し，被控訴人が控訴人商標を使用し
て被控訴人製品を製造販売することを許諾しており（本件使用許諾契約），本件使
用許諾契約について本件覚書を作成している旨主張する。
      　そこで検討すると，証拠（甲３，４，５１，５２，８６，９９，１０１，
乙２～７，９，３１，３２～３６，３８，４０〔枝番省略〕，原審における証人Ｅ
義明，控訴人本人）及び弁論の全趣旨によれば，本件使用許諾契約の締結ないし本
件覚書の作成をめぐる経緯として，以下の各事実を認めることができる。
      ア　控訴人は，平成１０年１月ころ，友人であったＤに対し，本件競技会に
関する業務の補助及び東京三菱銀行札幌支店の自己の口座（口座名義は，「マーケ
ティング・サービスイズ　エフダブルジーピ」ないし「マーケティングサービスイ
ズダイヒョウ＊＊＊＊＊＊＊」である。）の管理事務を依頼することとし，Ｄとの
間で，控訴人がＤに対してその対価として月５０万円を支払い，ベンツワゴン２
台，パソコン２台を貸与すること等を合意した。
      イ　平成１０年大会を紹介する雑誌（甲５１－４，２６～２７頁）には，控
訴人のインタビュー記事と共に，Ｄのインタビュー記事も掲載されているが，そこ
では，同人は，「国際航空連盟ワールド・グランプリ・アエロバティックス（ＦＷ
ＧＰＡ）の日本代表部，マネージングディレクター」との肩書で，「９５年の但馬
大会にたずさわっていらい，どっぷりとアエロバティックスにはまり，いまの職
に。現在，札幌市に居を構え，仕事のために日本中を飛び回る。各選手達との親交
も深い」と紹介されている。
      ウ　Ｄは，平成１１年２月ころ，ＦＷＧＰＡ日本代表部のマネージングディ
レクターとの肩書を示して，広告代理店である弘研のＥと面会し，ツインリンクも
てぎにおける本件競技会への協賛企業の紹介を依頼し，Ｅは，協賛企業の候補とし
て，被控訴人を紹介することとした。なお，その際，Ｄは，Ｅに対し，ＦＷＧＰＡ
日本代表部として，控訴人とともに本件競技会に関する業務を行っている旨説明し
た。
      エ　そのころ，Ｄは，Ｅを介して，被控訴人に対し，本件競技会に対する協
賛の話を申し出た。Ｄ及びＥは，被控訴人に対し，様々な協賛メニューを提示した
が，大会自体への協賛という形では協賛金の額が高額となることから，被控訴人
は，大会への協賛ではなく，平成１０年大会における優勝者であるＦの搭乗機への



ロゴの貼付を内容とする協賛金額３００万円のメニューを選ぶこととした。
        　なお，平成１１年７月ころ，控訴人は，Ｄから，被控訴人が機体にロゴ
を表示する形でスポンサーとなる旨の連絡を受けた。
      オ　被控訴人は，Ｆの搭乗機へのロゴの貼付の対価としては，協賛金額３０
０万円は高すぎるとの認識を持っており，協賛金の支払に乗り気ではなかったこと
から，Ｄは，同年８月ころ，マスコミ向けイベント飛行の際，Ｆの搭乗機の両主翼
の両面に，「ＣＩＴＩＺＥＮ」，「ＰＲＯＭＡＳＴＥＲ」とのロゴを記載したカッ
ティングシートを貼付しただけでなく，サービスとして，もう１台の機体の胴体部
分にも「ＣＩＴＩＺＥＮ」とのロゴを記載したカッティングシートを貼付すること
とした。
        　マスコミ向けイベント飛行の当日，控訴人は，Ｅや被控訴人の担当者と
初めて顔を合わせたが，契約関係についての詳しい話はせず，Ｄに任せることとし
た。
      カ　Ｄは，マスコミ向けイベント飛行の後，被控訴人との間で，上記エの協
賛の件について覚書を作成することとし，その作業の中で，被控訴人に対し，協賛
金支払に向けた更なるサービスとして，機体へのロゴの貼付だけでなく，ＦＷＧＰ
Ａ等の表示を使用した時計の製作を認めることについても提案するようになった。
        　その結果，Ｄと被控訴人との間において，同年９月ころ，ＦＷＧＰＡ日
本代表部（FWGPA Japan　Delegation）は，Ｆの搭乗機に，「ＣＩＴＩＺＥＮ」及び
「ＰＲＯＭＡＳＴＥＲ」のロゴを記載したカッティングシートを貼付するととも
に，被控訴人がＦＷＧＰＡ等の本件競技会関連の表示を使用した時計を製作するこ
とを許諾し，これに対し，被控訴人が協賛金３００万円を支払うことで最終的に合
意し（以下「本件合意」という。），ＦＷＧＰＡ日本代表部，被控訴人及び弘研の
三者間において，本件覚書（甲３）が作成された。
      キ　本件覚書は，被控訴人を甲，弘研を乙，ＦＷＧＰＡ日本代表部を丙とす
る三者間の覚書として作成され，「上記三社を当事者とし，甲のためになされる，
丙が主管するアエロバティックスグランプリ開催（平成１１年１０月１５日から１
７日）における出場パイロット，Ｆおよび機体（以下を「丁」という。）への協賛
および，甲が展開する広告物の企画，制作および映像使用等に関し，以下の各条項
により覚書を取り交わした」との前文に始まり，次のような条項を含むものであ
る。なお，本件覚書は，同年９月ころに作成されたものであるが，作成日付として
同年８月１日との日付が記載され，また，被控訴人が支払うべき具体的な協賛金額
は記載されていない。
        　第１条（委託業務）
            　甲は乙に対し，丙主管のアエロバティックスグランプリに出場する
丁への協賛，広告の企画，制作および実施等の業務を委託し，乙はこれを受諾し
た。
        　第２条（広告の範囲）
            　前条に定める広告は，甲の商品「ＣＩＴＩＺＥＮ　ＰＲＯＭＡＳＴ
ＥＲ（シチズン　プロマスター）」空展開商品（以下「本商品」という）のための
電波媒体広告物（テレビＣＭおよびラジオＣＭ，尚テレビＣＭについては劇場用Ｃ
Ｍ，店頭放映用ビデオソフトＣＭへの流用を含む），印刷媒体広告物（新聞，雑
誌，ポスター，パンフレット，チラシ，ダイレクトメール，テレフォンカード，カ
レンダー，ＰＯＰ等の一切を含む），交通広告物および無償頒布品等販売促進物
（以下これらの広告物を総称して「本件広告物」という），パブリシティ活動並び
に催事等の一切をいう。尚，電波媒体には有線放送，衛星放送及び通信ネット等に
よるものを含む。
        　第３条（使用期間）
            　甲が展開する本件広告物に関する丙保管の写真，映像の使用期間
は，平成１１年８月５日から平成１２年８月４日の１年間とする。
        　第４条（オリジナルモデルの製造　その１）
            　甲は，限定発売商品のオリジナルモデル「プロマスター『ＦＷＧＰ
Ａ』モデル（仮称）」を製造・販売する際には，および当該商品に『ＦＷＧＰＡ』
の名称を使用することができるものとする。
        　第５条（オリジナルモデルの製造　その２）
            　甲は，限定発売商品のオリジナルモデル「プロマスター『＊＊＊＊
＊＊＊＊＊』アドバイスモデル（仮称）」を製造・販売する際には，および当該商
品に丁の氏名を使用することができるものとする。



      ク　平成１１年９月の厚木基地イベントの際，控訴人は，Ｅに対し，上記イ
ベント飛行が行われることを告げ，上記オのとおり機体に添付された被控訴人に係
るロゴをどうするか尋ねたところ，Ｅは，そのままにしておくよう答えたことか
ら，厚木基地イベントにおいても，被控訴人に係るロゴが２機の機体に貼付され，
１機は展示飛行を，１機は地上展示を行った。
      ケ　同年１０月の平成１１年大会においても，上記オと同様，２機の機体に
被控訴人に係るロゴが貼付された。控訴人とＥは，平成１１年大会の会場において
顔を合わせたが，契約内容についての詳細な話はしなかった。
      コ　Ｄは，以下のとおり，Ｅに対し，本件合意に基づく協賛金として，３回
に分けて，合計２５５万円（協賛金額３００万円から弘研の仲介手数料１５％を控
除したもの）を請求し，Ｅは，これを上記ア記載の控訴人の銀行口座に振込送金す
る方法により支払った。
        　なお，これらの入金については，そのころ，Ｄから控訴人に対し，Ｅメ
ールにより報告された
        (ア)　Ｄは，同年８月３０日，上記協賛金の第１回支払分として５５万円
の支払を請求し（乙３１－２），Ｅは，同年１０月２９日に，後記サの(ア)及び
(イ)の請求に対する支払と合わせて合計１１０万円を，東京三菱銀行札幌支店の
「マーケテイング・サービスイズ　エフダブルジーピー」名義の口座に振込送金す
る方法により，支払った（乙３１－１，２，乙３４）。
        (イ)　Ｄは，同年９月３０日，上記協賛金の第２回支払分として１００万
円の支払を請求し（乙３２の２），Ｅは，同年１１月３０日に，後記サ(ウ)の請求
に対する支払と合わせた合計１１７万円を，東京三菱銀行札幌支店の「マーケテイ
ングサービスイズダイヒヨウ＊＊＊＊＊＊＊」名義の口座に振込送金する方法によ
り，支払った（乙３２－１，２，乙３５）。
        (ウ)　Ｄは，同年１０月３０日に，上記協賛金の第３回支払分として１０
０万円の支払を請求し（乙３３），Ｅは，同年１２月３０日に１００万円を，上記
(イ)記載の口座に振込送金する方法により，支払った（乙３６）。
      サ　Ｄは，以下のとおり，Ｅに対し，本件合意に基づく協賛金とは別に，上
記クに対する協賛金及びブース代，カッティングシート代や編集ビデオ作成の実費
の支払を請求し，Ｅは，上記コの(ア)及び(イ)のとおり，これを支払った。
        (ア)　同年８月３０日，厚木基地イベントにおける機体へロゴ添付に係る
協賛金として，４２万５０００円（５０万円から弘研の仲介手数料１５％を控除し
たもの）（乙３１－２）
        (イ)　同月３１日，カッティングシート代及びビデオ編集代として合計１
２万５０００円（乙３１－１）。
        (ウ)　同年９月３０日，厚木基地イベントにおけるブース代として，１７
万円（２０万円から弘研の仲介手数料１５％を控除したもの）（乙３２－１）。
      シ　被控訴人は，平成１１年１０月～平成１２年１２月ころ，被控訴人製品
を掲載したプロマスターシリーズのカタログ（乙２，３，５，９）を頒布したほ
か，同年８月～９月及び同年１２月～平成１３年１月の「ＪＡＬ　ＳＨＯＰ」（甲
４の１，２，甲９９の１～３）及び平成１２年１２月～平成１３年２月ころ発行の
雑誌に被控訴人製品の広告を掲載した（乙４，６，７）。
      ス　控訴人は，平成１２年ころ，国際線の「ＪＡＬ　ＳＨＯＰ」に掲載され
た被控訴人製品の広告を見て，Ｅに対し，被控訴人製品は国内だけでの販売ではな
いのかという趣旨の抗議をしたが，その後，控訴人の抗議の内容は，被控訴人製品
の製作については一切承知していないという趣旨に変化した。
  (2)　上記(1)カ及びキのとおり，本件においては，遅くとも平成１１年９月ころ
までには，Ｄと被控訴人との間で，被控訴人がＦＷＧＰＡ等の本件競技会関連の表
示を使用した時計を製作することを許諾することを内容とする本件合意が最終的に
成立したものと認められるところ，控訴人は，確かに，当時，Ｄを従業員として使
用して国内業務の一部を担当させていたが，上記使用許諾を内容とする本件合意を
締結する代理権限を与えたことはない旨主張する。
      　しかしながら，上記認定事実によれば，①控訴人は，平成１０年１月ころ
から，Ｄを従業員として使用するようになり，同人が「ＦＷＧＰＡの日本代表部マ
ネージングディレクター」との肩書を用いることを承認した上で，本件競技会に関
する業務の全般に関与させていたものと認められること，②本件においても，Ｄ
は，「ＦＷＧＰＡ日本代表部マネージングディレクター」との肩書を示して，弘研
及び被控訴人との折衝に当たっていると認められること，③本件合意の内容は上



記(1)カのとおりであるところ，実際にも，その内容のとおり，マスコミ向けイベン
ト飛行及び平成１１年大会において，Ｆの搭乗機に，「ＣＩＴＩＺＥＮ」及び「Ｐ
ＲＯＭＡＳＴＥＲ」のロゴを記載したカッティングシートが貼付され，他方，本件
合意で約定されたとおりの金員が，控訴人の銀行口座に入金されていること，④本
件合意の締結過程及びそれによる入金後，Ｄは，控訴人に相談ないし連絡をしてい
ること，⑤控訴人は，当初，Ｅに対し，被控訴人の国外における販売についてのみ
抗議する姿勢を見せていたこと等の事情が認められ，これらを総合すれば，控訴人
が，本件合意の当時，Ｄに対し，本件競技会の開催に関する業務全般についての包
括的な代理権を付与していたことが優に推認され，本件合意は，そうしたＤの代理
権に基づく権限の範囲内において，有効に成立したものと認めるのが相当である。
  (3)　また，控訴人は，本件における金員の支払は，本件競技会及びイベントに参
加した機体への協賛金，すなわち，同機体に貼付した被控訴人に係るロゴの代金で
あって，本件各表示の使用許諾料の趣旨を含まない旨主張し，原審における原告本
人尋問及び陳述書において，入金を受けた３００万円（弘研への手数料控除前の金
額）は，平成１１年８月のマスコミ向けイベント飛行，同年９月の厚木基地イベン
ト及び同年１０月の平成１１年大会という３度のイベントにおいて，それぞれ２機
に被控訴人に係るロゴを貼付したことの対価であり，１機当たり５０万円×２機×
３回で３００万円となる旨陳述する。
      　しかしながら，２機の機体に貼付されたロゴは，その大きさや貼付部位が
明らかに異なる（上記(1)オ）と見られるのに，単純に，１機当たり５０万円との合
意が成立したとみるのは不自然というほかはない上，そもそも，上記(1)サ(ア)のと
おり，厚木基地イベントに係る協賛金は，別途，請求され，入金されている（合計
金額は手数料控除前の金額で３５０万円となる。）と認められるから，結局，控訴
人の上記主張は採用の限りではないというべきである。
  (4)　控訴人は，仮に，本件使用許諾契約の存在が認められるとしても，本件使用
許諾契約によって許諾されているのは，「ＦＷＧＰＡ」の表示と「＊＊＊＊＊＊＊
＊＊」の表示のみであるとも主張する。
      　しかしながら，本件覚書（甲３）においては，被控訴人の限定発売商品に
ついて，「プロマスター『ＦＷＧＰＡ』モデル（仮称）」，「プロマスター『＊＊
＊＊＊＊＊＊＊』アドバイスモデル（仮称）」と記載されており，「（仮称）」と
の記載が示すとおり，そこでいう「ＦＷＧＰＡ」や「＊＊＊＊＊＊＊＊＊」の表示
が例示であることは明らかである。そして，被控訴人製品に使用された「ＡＥＲＯ
ＢＡＴＩＣＳ」との語が，本件競技会に係る曲技飛行を指す一般名詞としての性質
を有することからすれば，本件合意において，被控訴人に対し使用を許諾する本件
競技会関連の表示として，「ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」が除外されていたとは考え難
い。加えて，例示とされた「ＦＷＧＰＡ」の正式名称が「ＦＡＩ　ＷＯＲＬＤ　Ｇ
ＲＡＮＤ　ＰＲＩＸ　ＯＦ　ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」であって「ＡＥＲＯＢＡＴＩ
ＣＳ」の語を含むことをも考慮すれば，「ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」の表示も本件合
意による使用許諾の範囲に含まれるものと解するのが相当である。したがって，控
訴人の上記主張は採用することができない。
  (5)　さらに，控訴人は，仮に，本件覚書が，控訴人を法的に拘束するものである
としても，本件覚書をもって，被控訴人製品の製作を確定的に許諾したものである
と理解するのは相当でなく，被控訴人製品製作への確定的な許諾には，３００万円
とは別に対価について合意しなければならず，そうした合意はいまだ成立していな
かったとみるのが相当である旨主張する。
      　しかしながら，上記(1)で認定したところから明らかなとおり，Ｄ，被控訴
人及び弘研の三者は，事前に折衝を重ねた上で，最終的に成立した本件合意を文書
化する趣旨で本件覚書を作成したものであると認められる上，本件合意には，弘研
及びＦＷＧＰＡ日本代表部（ＦＷＧＰＡ－Ｊ）の押印がされていることに照らせ
ば，本件合意中の使用許諾について，確定的な許諾ではないとする控訴人の上記主
張はにわかに首肯し難いものというべきである。
      　これに対し，控訴人は，①平成１２年度にＤ，Ｅ及び被控訴人間で交わさ
れたものと推測される文書類（甲８７－３～９）及び②平成１３年６月２８日にＢ
からＥに送られたファックス通信文（甲１１０）の存在を指摘した上，時計に関す
る使用許諾がその対価の点も含めて確定的に合意され，対価も支払済みであるとす
るなら，そうしたやり取りがされることはないはずである旨主張する。確かに，控
訴人の指摘に係る上記①の文書類によれば，本件合意は，毎年開催される本件競技
会に合わせ，年ごとに改定されることが予定されており，実際，平成１２年にもそ



うした改定作業がされたことがうかがわれるというべきであるが，だからといっ
て，本件合意における使用許諾が未確定のものであったということになるわけでは
ない。また，同じく上記②のファックス通信文によれば，平成１３年当時，Ｂが，
被控訴人ウイングマークを付した被控訴人製品の販売について，上記(1)コの既払分
とは別に対価を請求できるとの意見を持っていたことが認められるが，本件合意が
締結されたのは，控訴人が我が国における本件競技会に関する業務についての実質
的な意思決定を行っていた平成１１年９月ころのことであり，その後，Ｂと控訴人
との間で当該業務の主導権について紛争が生じたことが明らかな本件において，Ｂ
が，控訴人の下で締結された本件合意には拘束されないとの立場をとることは，そ
の法的な当否は別として，格別，不自然なことではないというべきである。したが
って，控訴人の主張は上記判断を左右するものではないというほかはない。
      　なお，控訴人は，３００万円の対価によって時計製作の許諾までがされた
とする経緯が不自然かつ不合理であるとも主張する。しかしながら，被控訴人が，
Ｆの搭乗機へのロゴの貼付の対価としては，協賛金額３００万円は高すぎるとの認
識を持っており，協賛金の支払に乗り気ではなかったことから，Ｄが，協賛金支払
に向けた更なるサービスとして，機体へのロゴの貼付だけでなく，ＦＷＧＰＡ等の
表示を使用した時計の製作を認めることについても提案するようになり，その結
果，本件合意が締結されたことは上記(1)において認定したとおりであり，その経緯
に不自然，不合理な点はないというべきであるから，控訴人の主張は採用の限りで
はない。
      　ところで，上記①の文書類及び原審における証人Ｅの証言によれば，本件
合意における使用許諾は，毎年実施される本件競技会に合わせ，本件合意が改定さ
れ，被控訴人が協賛金を支払い続ける限りにおいて，被控訴人に対し，本件競技会
に関連する表示の使用を許諾するという趣旨のものであったのではないかとの疑念
も生じないわけではない。しかしながら，そのように解した場合，本件合意が改定
されず，被控訴人が協賛金の支払を停止した場合において，既に製造された被控訴
人製品の処理等をめぐって困難な問題が生じることは明らかであるのに，本件合意
の締結に当たり，当事者間において，そうした場合の処理について折衝が行われた
形跡は全く見受けられない。加えて，そもそも，本件覚書（甲３）においては，第
３条に広告物に関する写真，映像の使用期間についての定めは置かれているもの
の，被控訴人の販売する製品（オリジナルモデル）については期間の定めが置かれ
ていないこと等に照らせば，本件合意中の使用許諾には，被控訴人製品の製造販売
に関し，期間的な限定は付されていないものと解するのが相当である。
  (6)　以上のとおり，控訴人は，Ｄを代理人として，ＦＷＧＰＡ日本代表部の名称
で，被控訴人との間で，「ＡＥＲＯＢＡＴＩＣＳ」の表示の使用許諾を含む，本件
合意を締結したものと認められるから，被控訴人が被控訴人製品に「ＡＥＲＯＢＡ
ＴＩＣＳ　ＭＯＤＥＬ」の商品名を付して販売した行為は，本件合意に基づく許諾
の対象となっていたものというべきである。
      　したがって，その余の点につき検討するまでもなく，商標権侵害に基づく
控訴人の請求も理由がない。
  ４　争点６（一般不法行為の成否）について
  (1)　控訴人は，被控訴人は，Ｄが平成１２年６月２７日にウイングマーク類似商
標につき商標権を取得する際に，弁理士を紹介した上，Ｄとの間で，ウイングマー
ク類似商標の使用許諾契約を締結したが，ウイングマークは控訴人が作成して使用
してきたものであるから，Ｄの出願は冒認出願であり，故意又は重大な過失により
上記のようなＤの冒認出願に関与した上，Ｄとの間で使用許諾契約を締結した被控
訴人の行為は，Ｄとの共同不法行為に該当する旨主張する。
  (2)　しかしながら，Ｄの出願に係るウイングマーク類似商標（登録第４４７９７
２９号商標）について，控訴人が提起した商標登録無効審判請求は，不成立とされ
（乙２２），さらに，それを不服として控訴人が提起した審決取消訴訟（当庁平成
１５年（行ケ）第３６９号事件）は請求棄却の判決が確定したこと，及び上記審判
請求及び審決取消訴訟において，控訴人が，Ｄの出願は冒認出願である旨の主張を
していたことは，いずれも当裁判所に顕著である。そうである以上，被控訴人が，
Ｄの出願に関与し，Ｄとの間で使用許諾契約を締結したとしても，そうした被控訴
人の行為が違法性を欠くことは明らかというべきであるから，その余の点につき検
討するまでもなく，一般不法行為に基づく控訴人の請求も理由がない。
  ５　結論
    　以上によれば，控訴人の被控訴人に対する請求は，いずれも理由がないか



ら，棄却すべきである。
    　よって，以上と同旨の原判決は相当であって，本件控訴は理由がないから，
これを棄却することとし，主文のとおり判決する。
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